
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料

品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯

支援

学校給食費保護者負担軽減事業【物

価高騰対策】

①

エネルギー・食料品価格の高騰に伴い、全般的に食費が

増加する中で、家計での食費の割合が大きい子育て世帯

への負担増を鑑みて、学校給食費を全額補助することによ

り、一時的な給付だけでなく、年間を通じての子育て世帯の

負担軽減を図ることを目的とする。

②

補助金13,052（千円）

③

児童数235人の1食総単価66,250円

　　　66,250円×197日＝13,051,250円

④小学生及び中学生の保護者（教職員分除く）

R7.4 R8.3

2

⑨推奨事業メニュー

例よりも更に効果が

あると判断する地方

単独事業

水道事業電気価格高騰支援事業

【物価高騰対策】

①

電力価格高騰により、水道事業経費が増大し経営を圧迫し

ていることから、美波町水道公営企業会計へ電力料高騰

分を支援することにより、水道料金の安定を図ることを目的

とする。

②

美波町水道公営企業会計への補助金（繰出金）3,150,000

円

③

電気料増加額3,500,000円×電気量補正0.9＝3,150,000円

④

公営企業（水道事業）及び水道利用者数　5008人（公共施

設除く）

R7.4 R8.3

3

⑨推奨事業メニュー

例よりも更に効果が

あると判断する地方

単独事業

令和7年度美波町公共下水道公営企

業会計電気価格高騰支援補助金【物

価高騰対策】

①

電力価格高騰により、公共下水道公営企業会計が増大し

経営を圧迫していることから、公共下水道公営企業会計へ

電力料高騰分を補助することにより、公共下水道料金の安

定を図ることを目的とする。

②

美波町公共下水道公営企業会計への補助金（繰出金）

③

R2年度1KWH/22円、R6年度1KWH/30円

R6年度電気量4,811,898円-（4,811,898円×30分の22）＝

1,283,173円≒1,283（千円）

④

公営企業（水道事業）及び公共下水道利用件数　510軒（公

共施設除く）

R7.12 R8.2

4

②エネルギー・食料

品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯

支援

令和7年度物価高騰子育て支援給付

金【物価高騰対策】

①

物価高騰が続く中ですべての子育て世帯へ更なる追加支

援を行うことで、子育て世帯の生活を維持し、消費が落ち

込んでいる中、消費支出の大きい子育て世帯の消費喚起

を行う。

②

給付金7,785,000（円）＋事務費77,628（円）＝7,862,628（円）

町内の18歳以下の子ども1人に対し15,000円

③

町内の18歳以下の子ども519人

519人×15,000円＝7,785,000円

事務費77,628円

事務費内訳[郵送切手代51,168円、振込手数料0千円、封

筒代等26,460千円]

給付金7,785,000（円）＋事務費77,628（円）＝7,862,628（円）

≒7,862（千円）

④

町内の在住の子育て世帯（子ども数520人）

R7.6 R7.12

5

⑤医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度美波町介護・福祉施設等

物価高騰対策支援給付事業【物価高

騰対策】

①

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けながらも介

護保健サービス及び障がい福祉サービス等の提供を行っ

ている社会福祉施設に対し、安定的な事業継続を支援する

ことを目的とする。

②

物価高騰に対応するための社会福祉施設への支援金

③

施設種別・規模に応じ支援金算定

　補助金　5,650千円

　入所系：62万円×4施設、32万円×1施設、17万円×3施

設、10万円×2施設、9万円×1施設

　通所系：16万円×10施設

　訪問・相談系：5万円×9施設

④

美波町内の介護保健サービス及び障がい福祉サービス等

の提供を行っている社会福祉施設　30施設

R7.9 R8.2
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⑤医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度美波町医療民間施設等物

価高騰対策支援給付事業【物価高騰

対策】

①

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けながらも医

療等の提供を行っている民間医療機関に対し、安定的な事

業継続を支援することを目的とする。

②

物価高騰に対応するための民間病院への支援金

③

医療機関種別・規模に応じ支援金算定

　補助金　254.5万円

　医科：160万円×1施設、14万円×3施設

　歯科：14万円×3施設

　薬局：3.5万円×3施設

④

美波町内の民間医療機関　10施設

R7.9 R8.2

7

⑤医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度美波町公立小中学校エネ

ルギー価格高騰対策事業【物価高騰

対策】

①

直接住民の用に供する施設である美波町立小中学校にお

いて電気料金高騰分の負担軽減を図り、市の児童生徒の

教育環境の質や安全性を維持し、安定的な学校運営を図

る。

②

公立小中学校電気料:R2年度実績からの高騰分

③

各学校施設における高騰前の電気代（R2年度実績）とR7

年度見込み（R6年度実績）の差額

R7年度見込額：12,559,067円（R6年度実績額）

R2年度実績額：9,678,151円

差額：2,880,916円≒2,880千円

④

町内公立小中学校　5校

R7.9 R8.2

8

⑤医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度美波町公立こども園エネル

ギー価格高騰対策事業【物価高騰対

策】

①

物価高騰に対応するため、電力価格高騰の影響を受けた

直接住民の用に供する施設である町内公立こども園の電

気料を支援する。

②

公立こども園電気料:R2年度実績からの高騰分

③

各こども園施設における高騰前の電気代（R2年度実績）と

R7年度見込み（R6年度実績）の差額

R7年度見込額：5,033,674円（R6年度実績額）

R2年度実績額：4,180,767円

差額：852,907円≒852千円

④

町内公立こども園　4園

R7.9 R8.2

9

⑤医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度美波町公立病院物価高騰

対策支援事業会計繰出金【物価高騰

対策】（R6補正）

①

エネルギー価格等の高騰による影響により、より厳しい経営状況と

なっている美波町立病院に対し、光熱費及び燃料費の高騰分を支

援し、住民の日常生活に欠かせない医療提供体制の維持を図る。

②

病院事業会計に繰り出し、光熱費及び燃料費の増加前と比較し増

加額を交付対象経費とする。

③

光熱水費

R7年度見込額：20,397,333円（R6年度実績額）

R2年度実績額：13,236,083円

差額：7,161,250円

燃料費

R7年度見込額：3,138,189円（R6年度実績額）

R2年度実績額：1,594,922円

差額：1,543,267円

差額合計8,704,517円≒8,704千円の内2,317千円

④

町立病院及び診療所（病院事業会計）

R7.9 R8.2

10

⑤医療・介護・保育

施設、学校施設、公

衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度美波町公立病院物価高騰

対策支援事業会計繰出金【物価高騰

対策】（R7予備）

①

エネルギー価格等の高騰による影響により、より厳しい経営状況と

なっている美波町立病院に対し、光熱費及び燃料費の高騰分を支

援し、住民の日常生活に欠かせない医療提供体制の維持を図る。

②

病院事業会計に繰り出し、光熱費及び燃料費の増加前と比較し増

加額を交付対象経費とする。

③

光熱水費

R7年度見込額：20,397,333円（R6年度実績額）

R2年度実績額：13,236,083円

差額：7,161,250円

燃料費

R7年度見込額：3,138,189円（R6年度実績額）

R2年度実績額：1,594,922円

差額：1,543,267円

差額合計8,704,517円≒8,704千円の内6,387千円

④

町立病院及び診療所（病院事業会計）

R7.9 R8.2


